
1

人口減少時代、地方の自治体
に活性化策はあるのか？
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｢イメージ｣や｢空気｣は事実と違う
- 常に事実を数字で確認しないと間違える



地方は貧乏というのは本当か？

・



大都市圏に比べると本当に
人が少ない日本の田舎…？



日本の大都市圏は世界的に見れば

異常なまでの人口過密地



日本の田舎も世界的に見れば
たいへんな人口密集地



地域活性化って何ですか？

？ インフラ整備が進むことだ。
？ もっと知名度を上げることだ｡

？予算を確保し執行することだ。

？ 人口が減らなくなることだ｡

インフラが整備されて、予算が増えて使われ、
知名度が上がれば､人口は減らなくなると､
あなたは今なお本気で信じていますか？



地域活性化って何ですか？

？ これ以上インフラを整備するよりも

？ これ以上知名度を上げるよりも

？ 予算確保と執行だけやるのでもなく

◎ 人口が減らなくなること。

◎ 出て行った若者が戻ってきて、
子供が生まれ続けること。

◎ 誇りを持って地域を残すこと。



総人口：2013.3.31 → 2018.1.1 △25,320人

0-14歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 13.8万人→18年 12.6万人 △12,240人 △9％

15-64歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 65.5万人→18年 61.2万人 △42,240人 △6％

65歳以上の人口： ↓絶対数 ↓増減
2013年 30.2万人→18年 33.1万人 +29,150人 +10％

↑その中の75歳以上の人口： ↓絶対数 ↓増減
2013年 15.4万人→18年 16.7万人 +12,770人 +8％

減少の圧倒的多数は流出ではなく自然減 （死亡者が出生者より多い）

このまま続けば､７０年少々で１５～６４歳がいなくなるペースの､深刻な減少

富山県でいま起きていること
2013年度末→2018年正月 住民票基準､居住外国人含む
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0-14歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 13.8万人→18年 12.6万人 △12,240人 △9％

15-64歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 65.5万人→18年 61.2万人 △42,240人 △6％
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このまま続けば､７０年少々で１５～６４歳がいなくなるペースの､深刻な減少

富山県でいま起きていること
2013年度末→2018年正月 住民票基準､居住外国人含むなぜ富山県の

１５～６４歳は減っているのか？

最近４年９ヶ月間に
４.８万人が１５歳を超えたが、

１５～６４歳が差し引き０.５万人流出し、
８.５万人が６５歳を超えた。

新入生４.８万人－転校生０.５万人
－卒業生８.５万人で
４.２万人の減少…



総人口：2013.3.31 → 2018.1.1 +73万人

0-14歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 450万人→18年 444万人 △7万人 △2％

15-64歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 2,346万人→18年 2,317万人 △29万人 △1％

65歳以上の人口： ↓絶対数 ↓増減
2013年 778万人→18年 887万人 +109万人 +14％

↑その中の75歳以上の人口： ↓絶対数 ↓増減
2013年 350万人→18年 427万人 +77万人 +22％

１５～６４歳が差し引き６４万人！も流れ込んだために､独り勝ちで人口増加

１５～６４歳は不意打ちのように減少に転じており､人口増加＝７５歳以上の増加となっている

首都圏一都三県でいま起きていること
2013年度末→2018年正月 住民票基準､居住外国人含むなぜ首都圏の

１５～６４歳は減っているのか？

最近４年９ヶ月間に
１４７万人が１５歳を超え、

１５～６４歳が差し引き６４万人流入したが、
２４０万人が６５歳を超えた。

新入生１４７万人＋転校生６４万人
－卒業生２４０万人で

２９万人の減少…



｢高齢化率｣にみる｢地域間格差｣

・



全国で同時に進んできた｢高齢化｣

・



全国で同時に進んでいく｢高齢化｣

・



就職氷河期の頃の日本在住者

15-64歳 8,716万人 75歳以上
717万人

在日外国人を含
む数字



現在の日本在住者

15-64歳 7,728万人 75歳以上
1,632万人

在日外国人を
含む数字



２０年後の日本在住者

15-64歳 6,494万人 75歳以上
2,260万人

在日外国人を
含む数字

2010-2015年の
トレンドを

伸ばした中位推計



高齢者の絶対数が多いのはどこか

・



高齢者の絶対数が増えたのはどこか

・



高齢者の絶対数が増えるのはどこか

・



高齢者の絶対数が増えるのは大都市



田舎と大都市･高齢化の大逆転

× ２０世紀： 高齢化する田舎/若々しい大都市

○ ２１世紀： 高齢者が減る田舎/激増する大都市

→ 大都市では今後高齢者が激増 / 田舎ではむしろ減りだす

→ 田舎は､今の医療介護体制を維持できれば何とかなるが、
大都市ではいつまでも医療介護の体制整備が追いつかない

→ 先に高齢化した田舎で成り立つ企業が､全国で生き残る

→ 人口が少ない方が食料自給率や自然エネルギー自給率を
高く保つことができ、長持ちする社会ができる

→ 結局生き残るのは子供が生まれる地域 / 都会の子育てを容
易にするより､子育ての容易な田舎に若者を戻す方が早い

ただし問題は､惰性のように続く若者の流出を
止められるか。雇用創出よりも、耕作放棄地と
空家の賃貸促進による､若者受け入れがカギ。



北陸の自治体比較：①現役世代の増減



北陸の自治体比較：①現役世代の増減



北陸の自治体比較：②現役世代の転出入



北陸の自治体比較：②現役世代の転出入



北陸の自治体比較:③後期高齢者の増減



北陸の自治体比較:③後期高齢者の増減



北陸の自治体比較：④乳幼児の増減



北陸の自治体比較：④乳幼児の増減



止められないこと･できること
× 止められないこと

→ 今の住民が毎年１歳ずつ歳を取っていくこと

→ (多くの)若者が地域外に就職して出て行くこと

△ 変えられること

→ これまでは一度出て行ったきり帰ってこなかった
若者たちを､今後は工夫次第で呼び戻せる

→ 子育て世代の支援で､出生率を高くできる

○ むしろ前向きにできること

→ 子育てしながら働く若い世代を呼び込める

→ 無病息災で天寿を全うする高齢者を増やせる

→ 来訪・滞在・短期定住する外来者を増やせる



総人口：2013.3.31 → 2018.1.1 △10人

0-14歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 220人→2018年 230人 +10人 +4％

15-64歳人口の増減： ↓絶対数 ↓増減
2013年 1,160人→2018年 1,120人 △40人 △3％

65歳以上の人口： ↓絶対数 ↓増減
2013年 910人→2018年 920人 +10人 +1％

↑その中の75歳以上の人口： ↓絶対数 ↓増減
2013年 550人→2018年 520人 △30人 △5％

ほとんど人口が減っていない！

このまま続けば４０年弱で現役世代がゼロ！になるペースの､深刻な減少

おき あ ま

島根県隠岐郡海士町でいま起きていること
2013.3.31→2018.1.1､住民票基準､居住外国人含むなぜ海士町の１５～
６４歳は余り減らなかったのか？

最近５年間に
８０人が１５歳を超え、

１５～６４歳が差し引き１００人転入し、
２１０人が６５歳を超えた。

新入生８０人＋転校生１００人
－卒業生２１０人で

３０人の微減。



１５～６４歳の転入する過疎地とは？

転入超過

転出超過



知名度ＵＰ
話題性ＵＰ

マスコミで紹介され､

イメージが良くなり､

政治家や有力者が喜ぶ

地域活性化の５段階

客数増加

売上増加

いわゆる｢入込客数｣が

増え､イベント屋やコン

ビニ､輸送機関が儲かる

滞在時間が増え､宿泊者

が増えて､客単価が上が

り､地元業者が儲かる

ＳＣに喩えると

所得増加
売上が原材料費や人件

費に回ることで地域内

に落ち､住民が儲かる

地域内経済
循環拡大

① 所得が地域内で使わ
れて隅々にまで回る

② 地域企業が栄え地域
内の決裁権限が増える

皆に名前が
知られている！

駐車場が埋まり
来店者が多い！

客数ではなく
売上が大きい！

きちんと黒字
が出ている！

納入業者を支え
雇用増･税収増

観光地の例

津軽海峡冬景色

関が原古戦場

Ｂ級グルメの
“成功例”

小樽市･高野山
熱海市･箱根町

北海道猿払村
徳島県上勝町

北海道ニセコ町
沖縄県内各地

ここまで来ないと意味がない!

結果に無関係な

自己満足

単なる一手段

一つの“戦術”

これは“戦略”

これ即ち“目標”



売上

儲け コスト

配当 金利 設備
費

光熱
費

給料原材
料費

地域外に出て
行ってしまう

地域内の誰かの
貯金に回る

地域外に出て行くお金を減らそう

内部
留保

多くは結局､地域内
では使われないまま

地域内で循環し､雇用
と若者人口を増やす！

地代
家賃

受け取った人が
地域内でまた使う

地域内では循環せずに
都会や海外を活性化させる

賃上げ！
兼業奨励！
地域通貨支給!

地産地消
物々交換
を促進！

地域の
業者に
発注！

地域内
向けは
安く！

地域の自
然エネル
ギー活用!

地域か
ら資金
調達！

地域か
ら資金
調達！

都会に預け
ず地域内に
再投資！

地域外への売り上げを増やし、
もっと｢外貨｣を獲得！

地方の住民が年間に
消費する額を180万円とすると

→ その1％=1.8万円を地元産品消費に回せば
人口1万人あたり +1.8億円が地元に回る

→ これは給与+福利厚生200万円/人の
雇用90人分の額！

地方の住民1人が1年間に
払うｴﾈﾙｷﾞｰ代を40万円とすると

→ その10%=4万円省エネを進めれば
人口1万人あたり +4億円が地域内に回る

→ これは給与+福利厚生200万円/人の
雇用200人分の額！

地域と地域企業が
今後とも続いていくための道

それは｢地消地産｣
= 地元で消費するものは極力地元産に

↓ ↓ ↓

売上の中で地元に残って回る
部分を1％でも増やす

地域内経済循環を拡大し
決裁権限を取り戻そう



人生は９回裏まである！

１回

５
歳

１０
歳

２回

１５
歳

２０
歳

３回

２５
歳

３０
歳

４回

３５
歳

４０
歳

５回

４５
歳

５０
歳

６回

５５
歳

６０
歳

７回

６５
歳

７０
歳

８回

７５
歳

８０
歳

９回

８５
歳

９０
歳

ヘタしたら
延長戦も
ありうる

学校教育の
関係者は

ここまでしか
考えていない

都会で
働く人は
ここまで
しか考え
ていない

農山漁村
では、ここ
らあたりが
人生本番

働いて
いる時間
8時間/日を
合計していくと
全部で１０万時間

余暇時間8時間/日を
合計していくと

全部で
10万時間

退職後の時間
を合計して

いくと全部で
10万時間

この時間に地域活動を
楽しくやって､仕事

以外の人のつな
がりを多く

作れると
・・・

退職後も
豊かで
楽しい
時間を

過ごせる


